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平成 27 年７月 29 日  

各     位  

会 社 名  株式会社 不 二 家 

代表者名  代表取締役社長   櫻井 康文  

（コード番号 2211  東証第一部） 

問合せ先 常務執行役員総務人事本部長 中島 清隆 

（TEL． 03－5978－8100） 

当社の親会社 山崎製パン株式会社 

                    代表者名  代表取締役社長  飯島 延浩 

（コード番号 2212  東証第一部） 

 

 

「内部統制システムの基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、「内部統制システムの基本方針」の改定について決議

いたしましたので、以下のとおり改定後の内容をお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 当社は、「社是」及び「経営理念」に則った「不二家グループの行動規範」を制定し、法

令遵守と社会倫理の遵守を企業活動の原点とし、職務を遂行する。 

(2) 当社及び当社グループ会社は、事業環境と社会の変化に対応するため、企業経営を通じ

て社会の進展と文化の向上に寄与することを使命とする親会社の経営基本方針及び科学

的見地から現代経営のあるべき姿を追求するという経営方針を尊重し、具体的な事業経

営にあたっては、顧客本位・品質本位の精神で新しい価値と需要を創造し、実効性のあ

る効率的な事業経営を推進する。 

(3) 当社は、コンプライアンス活動を推進していくため、取締役を委員長とするコンプライ

アンス委員会を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審議し、その結果及び対応

策を必要に応じて取締役会に報告及び提案する。 

(4) 当社は、コンプライアンスの徹底を図るため、代表取締役社長がコンプライアンス推進

責任者を任命し、コンプライアンスの状況・問題等の把握及び報告、対応策の協議、並

びに教育及び研修を実施する。また、当社グループ全体のコンプライアンスを推進する

ため、各子会社及び関連会社ごとにコンプライアンス推進責任者を置く。 

(5) 当社は、当社及び当社グループ会社におけるコンプライアンスに関する相談や不正行為

等の通報のために、社外窓口を含めた複数の窓口を設置し、問題の未然防止、早期発見

及び早期解決につとめる。相談者からの相談内容及び個人情報は秘守し、相談者に対し

て不利益な取扱いをしない。なお、この窓口は当社グループ各社の使用人も利用できる

ものとする。 
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(6) 当社及び当社グループ会社の役職員は、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、

反社会的勢力と一切の関係を持たない。 

(7) 当社は、不当要求等の介入に対して、総務部を対応統括部署、総務部長を不当要求防止

責任者とし、警察等の外部専門機関と緊密な連携のもと、関係部署が協力して組織的に

対応し、利益供与を含め不当要求等には絶対に応じない。当社及び当社グループ会社で

は、コンプライアンス教育を通し反社会的勢力排除に向けた啓蒙活動につとめる。 

      

２．取締役の職務の執行に係る情報の保管及び管理に関する体制 

(1) 当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定にかかわる記録及び各取締役が

職務権限規程に基づいて決裁した文書その他の取締役の職務執行に係る情報を、法令及

び社内規則に基づき、文書または電磁的媒体に記録し、保存及び管理する。 

(2) 当社の取締役及び監査役は、常時、この文書及び電磁的媒体を閲覧できるものとする。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(1) 当社は、リスクに関する管理基準及び管理体制を整備し、総括的なリスク管理規程を定

める。 

(2) 当社のリスク管理は、当該分野の所管部が行うほか、リスク管理委員会が当社グループ

全体の横断的な管理を行う。リスク管理委員会は、上記のリスク管理規程に従い、リス

クを定期的に分析・評価し、必要に応じてリスク管理のあり方の見直しを行う。特に品

質リスクについては、食品メーカーとしての商品の安全・安心の確保という社会的責任

を認識し、万全の注意を払う。 

 (3) 当社は、不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設

置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整える。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 当社は、取締役会を月１回定例開催するほか、必要に応じて適宜開催するものとし、経

営の意思決定の迅速化と、効率的な事業の運営を行う。 

(2) 当社は、取締役会の下に常務会及び業務執行会議を設けて、取締役会での意思決定を行

う事前審議を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で、当社業務の執行

について審議し、意思決定を行う。 

(3) 当社は経営と執行を分離する執行役員制を導入し、責任と権限を明確にする。 

 

５．当社及び当社グループ会社における業務の適正を確保するための体制 

(1) 当社は、当社グループ会社の管理に関する規程（関係会社管理規程）を制定し、当社グ

ループ会社に対し、営業成績、財務状況その他の経営情報について、当社への定期的な

報告を義務付ける。また、当社グループ会社において関係会社管理規程に定める重要事

項が発生した場合は、当該事項を当社に報告するとともに、当社取締役会規則または稟
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議規程その他関連規程に基づく承認もしくは決裁等を得るものとする。 

(2) 当社は、当社及び当社グループ会社のリスク管理機関としてリスク管理委員会を設置し、

当社グループ全体のリスクマネジメントを実施する。 

(3) 当社は、当社グループ会社における職務分掌、権限及び意思決定その他の組織に関する

基準を定め、当社グループ会社における職務の執行が適正かつ効率的に行われることを

確保する体制を構築させる。 

(4) 当社及び当社グループ会社においては、当社グループ会社の規模や業態に応じて、当社

常勤監査役が監査役に就任し、当該会社の取締役会に出席するとともに監査を行い、業

務の適正を確保する体制をとるとともに、係る当社グループ会社の非常勤取締役を当社

から派遣し、当社グループ会社の取締役の職務執行を監視・監督する。 

(5) 当社の海外子会社は、本基本方針を踏まえつつ、当該子会社が所在する国及び地域にお

ける法制、商慣習その他の実務慣行等に配慮して、適切な管理体制を構築する。 

(6) 当社は、親会社の経営方針を共有しつつ、親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に

相反するおそれのある親会社との取引等を実施するに当たっては、必ず取締役会に付議

のうえ、決定する。  

      

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実

効性の確保に関する事項 

(1) 当社は、監査役室を設置し、監査役と協議のうえ、合理的な範囲で監査役の職務を補助

するために必要な知識と経験を有する使用人を配置する。 

(2) 当該使用人の任命、異動、評価等人事権に係る事項の決定には、監査役会の事前の同意

を得るものとし、当該使用人は監査役の指揮命令に従い職務を遂行する。 

 

７．当社及び当社グループ会社の役職員またはこれらの者から通報を受けた者が当社監査役に報

告をするための体制その他監査役への報告に関する体制 

(1) 監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会のほか、

常務会及び業務執行会議等の重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る

重要な文書を閲覧し、当社及び当社グループ会社の役職員から職務執行状況を聴取する。 

(2) 当社及び当社グループ会社の役職員は、法令等の違反行為等、当社または当社グループ

会社に重大な損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合、直ちに当該事実を当社監

査役に報告するものとする。 

(3) 当社及び当社グループ会社の役職員は、当社監査役から業務執行に関する事項について

報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うものとする。 

(4) 当社の内部通報制度を担当する役職員は、当社及び当社グループ会社の役職員からの内

部通報により収集された情報を、定期的にまたは必要に応じて随時、当社監査役に対し

て報告する。 
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(5) 当社は、当社監査役に対して報告をした当社及び当社グループ会社の役職員に対し、当

該報告をしたことを理由とする不利な取扱いをすることを禁止し、その旨を当社及び当

社グループ会社の役職員に周知徹底する。 

 

８．監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項その他監

査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第 388 条に基づく費用

の前払いまたは支出した費用の償還等の請求をしたときは、担当部署において審議のう

え、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ

た場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。 

(2) 監査役及び監査役会は、代表取締役との意見交換会を定期的に実施し、経営方針の確認、

対処すべき事項その他の監査上の重要課題について、相互認識と信頼関係を深めるよう

つとめるものとする。 

(3) 監査役は、会計監査人及び監査室と定期的に連絡会を開催し、会計監査及び内部監査の

結果に基づき意見交換する。 

(4) 監査役は、職務の執行に当たり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、専門機関等

の外部専門家を自らの判断で起用することができるものとする。  

     

以    上  


